
グリーンバレー神室検討委員会 委員アンケート

委員名 :        ※ 裏面の参考資料やこれまでの資料・議論を参考に
選択してください。

(各施設ごとに1カ所にOをつけてください。その他の場合は内
容を記入してください。)

い つ に い 。

し 一つに

」

ヽ

ヽ つ 」

一つに 」 し

※ このアンケート結果は、一覧にして第4回グリーンパレー神室検討委員会の資料とさせていただきます。
※ 記載の赤字額は、公社と町の合計額で、過去4年の実績です。
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◎これまで町が検討委員会に提案し議論していただいた今後の在り方(案 )

①B案 ホツトハウスを改修して延命し、すべての施設を継続
②B'案 B案のうちスキー場を民営化もしくは廃止
③E案 ホテルロレストランロキャンプ場L広場は公社で継続し、スキー場は民営化もしくは廃上、

ホットハウスは廃止

B案 B'案 E案

ホットハウス 改修して公社で継続 改修して公社で継続 廃止

ホテルロレストラン 公社で継続 公社で継続 公社で継続

スキー場 直営で継続 譲渡口賞与・廃止 譲渡口賞与口廃止

キヤンプ場・広場 直営で継続 直営で継続 公社で継続

診 療 折運 責支援操出金 114,320 高齢者インフルエンザ予防機種 1,935

除雪隊業務 50,459 県中スキー競技選手派遣補助金 1,700
ル ′ス 37,530 学力向上アクションプラン委託事業 1,605

ス 運 営責 35,000 産業まつり負担金 1.500
!無

'

医 療 29,229 空き家に係る修景形成助成金 1,500
※ 25,000

ヽ 7ス運営賢 25,000
ふれあいスボーツクラブ活動支援補
助金

1,500

町道 i 1:|li子
` 多縛委託と工事 22,937 消防施設機械器具設備等整備補助登 1.439

社 会 旧祉協議会運営補助金 19,890 資格取得支援事業補助金 1,200
17,686 小児等インフルエンザ予防接種 1,000

ル ロレス 13,000 新庄南高校金山校
通学支援事業費補助金

922ブレミアム付き商品券発行
事業費補助金 ,450

中学校検定受験補助金 864
地区交付金 10,513 晨業関係取得支援事業賢補助金 800
入学 i 6,600 新規学卒者採用促進奨励金 700

罫児 : 援 金 6,395 団員法被等購入補助金 654
広報等印刷 5,990 スポーツ優秀選手等激励金 640
出 産 兄金 4,900 県中総体選手派遣補助金 500
観 光 | 莱補助金 (観光協会 ) 4,540 小学校還距離通学児童通学費助成登 476

4,340 診療所ドック助成金 475
ヽ ス 4,000 脳ドック助成金 350

町単 | 【ほ】 :備事業責補助金 4,000 合 計 508.350
3,750

区公民 3,672

除 雪 霊更 ヨ 3,456

翌助 Л1金 3,378

介護者激励金 3,120

各分団地域防災活動用施設
整備事業費補助金

3,173

口 ス 2,650
エ の 2,317

米飯 諭 羽拡大支援補助金 2,295

常用う争働 呵 斤規雇用奨励金 2,000

繁殖 ビl導八 2,000

用 2,000

2,000

参考

主な町単独ソフト事業 (令和3年度当初予算ベース)

の い

グリーンバレーー帯かかる経費は※印の合計で
9,800万 円となります。仮にグリーンパレーを全廃
したとしても、この表の事業のうちグリーンバレー
を除いた事業から1億円程度削減する必要があり
ます。

グリーンバレーで継続する施設がある場合は、そ
の施設にかかる経費を1億円に加えてグリーンバ
レーを除いた事業から削減する必要があります。

※参考に入学祝金以下をすべて廃止した場合で
9,633万 円の削減となります。


